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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

    ３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。 

  

 

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高(千円) 10,682,877 9,411,515 8,681,498 20,653,938 17,462,174

経常利益(千円) 563,524 107,332 207,122 378,086 263,182

中間(当期)純利益(千円) 367,484 50,917 106,439 248,826 124,116

持分法を適用した場合の投資
利益(千円) 

－ － － － －

資本金(千円) 1,879,829 1,907,786 1,910,686 1,905,176 1,908,366

発行済株式総数(株) 12,246,800 12,374,800 12,384,800 12,365,800 12,376,800

純資産額(千円) 5,951,112 5,830,610 5,907,462 5,887,784 5,913,188

総資産額(千円) 13,614,249 14,664,611 14,368,134 14,235,089 14,787,507

１株当たり純資産額(円) 485.96 471.20 477.02 474.85 476.53

１株当たり中間(当期)純利益
(円) 

30.41 4.12 8.60 19.04 8.76

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益(円) 

29.87 3.78 7.75 18.35 7.90

１株当たり配当額(円) － － － 8.00 8.00

自己資本比率(％) 43.7 39.8 41.1 41.4 40.0

営業活動によるキャッシュ・
フロー(千円) 

300,358 995,788 340,296 754,270 1,621,868

投資活動によるキャッシュ・
フロー(千円) 

△101,825 △359,699 △1,171,311 △849,725 △1,046,722

財務活動によるキャッシュ・
フロー(千円) 

605,172 △679,812 △649,699 1,682,295 △876,673

現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高(千円) 

2,965,125 3,695,309 1,960,028 3,736,669 3,444,715

従業員数(人) 
（外、平均臨時雇用者数） 

96 
(38) 

107
(71) 

122
(67) 

99 
(47) 

117
(68) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係会社に

おける事業の異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 122（67） 



第２【事業の状況】 
  

 当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載の売上高、生産実績及び販売実績には、消費税

等は含まれておりません。 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間会計期間のわが国経済は、原油価格の高騰を反映した原料素材の値上げ影響や、米国経済の先行き不透明感など一部

では景気減速要因も見受けられますが、大企業を中心とした企業収益の改善から設備投資の増加や個人消費の増加の動きがみ

られるなど、景気は回復基調で推移いたしました。 

    このような経済状況の中、当社を取り巻く電池業界はモバイル機器の高性能化が一段とすすむとともに省エネやエコロジー

を背景として電池の役割はますます重要性を増しております。 

  こうした状況の中、当社の主力製品である二次電池向けの正極材料は、ニッケル水素電池向けが乾電池型汎用品やハイブ

リッド自動車向けを中心として前年同期比で販売数量が伸張し、リチウムイオン電池向けも従来のコバルト化合物から三元系

材料（ニッケル・コバルト・マンガン複合酸化物）へのシフトが一段とすすみ、販売数量は前年同期比で増加いたしました。

一方、新製品向けの研究開発、量産試作のコストが嵩んだこと、研究開発部門を中心とした人員強化、前期に実施した設備投

資の減価償却負担増及び酸・アルカリ等の補助原料や重油等の値上げの影響を受け、全体としてコスト増を余儀なくされまし

た。 

  なお、当社製品の主要原材料であるニッケル・コバルト原料国際相場は前期より高水準で推移し、特にニッケルの平均価格

については前年同期比で約1.7倍に高騰しております。 

    以上の結果、売上高は8,681百万円（前年同期比7.8％減）、営業利益は217百万円（前年同期比112.1％増）、経常利益は207

百万円（前年同期比93.0％増）、中間純利益は106百万円（前年同期比109.0％増）となりました。なお、売上高が前年同期比

で減少した主な理由はリチウムイオン電池向けの材料が高価なコバルト単体系から、より安価な三元系材料へとシフトしたこ

とによるものであります。 

    品目別売上高は次のとおりであります。 

（ニッケル系製品） 

    ニッケル系製品のうち一次電池（乾電池）向けは前年同期比で減少となりましたが、ニッケル水素電池向けは、中国向けの

輸出が若干減少したものの、乾電池型の汎用品向けの需要増とハイブリッド自動車向けを中心として堅調に推移いたしまし

た。さらにリチウムイオン電池向けとして三元系（ニッケル・コバルト・マンガン複合酸化物）正極材料（当社セグメントで

はニッケル系製品に分類しております）が、従来のコバルト系からのシフトにより増加しております。ニッケル系製品全体に

おいて前年同期比の販売量は4.1％増となり、売上高はニッケル原料国際相場の上昇も影響し14.8％増となりました。 

（コバルト系製品） 

コバルト系製品でのリチウムイオン電池向けは、従来のコバルト単体系からニッケル、マンガン系及びそれらとの複合化の

動きが活発化しております。当社においては三元系（ニッケル・コバルト・マンガン複合酸化物）にシフトしたことにより、

コバルト系が減少し、コバルト系製品全体としての販売量は前年同期比13.5％減となりました。売上高は得意先よりコバルト

原料の無償支給を受けたことも影響し、前年同期比45.3％減となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比較して1,484百万円減少し、

1,960百万円となりました。 

    当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、340百万円の増加（前年同期は995百万円の増加）となりました。 

これは主に税引前中間純利益187百万円、減価償却費407百万円及び仕入債務の増加1,022百万円の資金増に対して棚卸資産の

増加718百万円、売上債権の増加239百万円などで資金を要したためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,171百万円の減少（前年同期は359百万円の減少）となりました。 

これは設備投資を中心とした有形固定資産取得による支出が1,152百万円あったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、649百万円の減少（前年同期は679百万円の減少）となりました。 

これは配当金の支払に加え、社債の償還500百万円及び長期借入金の期日弁済396百万円の返済を実施した一方、長期借入金

300百万円の調達を行ったためであります。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 生産金額は販売予定価額をもって示しております。 

  

(2）受注状況 

 （注）１．受注金額は販売予定価額をもって示しております。 

２．その他については、一部受注生産で大部分を見込生産によっております。 

  

(3）販売実績 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な輸出先別の販売実績及び割合は次のとおりであります。 

（ ）内は総販売実績に対する輸出高の割合であります。 

  

 

品目 生産高（千円） 前年同期比（％） 

ニッケル系製品 6,311,494 117.6 

コバルト系製品 2,031,803 56.8 

その他 72,849 103.6 

合計 8,416,147 93.4 

品目 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

ニッケル系製品 6,145,400 107.6 527,917 58.5 

コバルト系製品 2,106,652 55.7 170,042 34.8 

その他 77,010 108.2 9,693 212.6 

合計 8,329,063 87.1 707,652 50.7 

品目 販売高（千円） 前年同期比（％） 

ニッケル系製品 6,240,012 114.8 

コバルト系製品 2,095,853 54.7 

その他 345,632 241.2 

合計 8,681,498 92.2 

  輸出先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  アジア 2,439,039 99.3 2,532,248 93.0 

  ヨーロッパ 14,621 0.6 131,825 4.9 

  アメリカ 3,146 0.1 58,089 2.1 

  合計 
2,456,807 
（26.1％）

100.0
2,722,163
（31.4％）

100.0 



２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び割合は次のとおりであります。 

  
３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社は、前期に引き続いて高性能小型二次電池でありますニッケル水素電池、リチウムイオン電池及びニッケル系一次電池に

関する正極材料について研究開発活動を行っております。また、ＨＥＶ分野等の中大型電池用正極材料についても積極的に研究

開発活動を行っております。当中間期は特に電池材料評価に関する技術確立に注力して、自社内での電気化学特性評価を基盤と

した次期材料開発を進めております。さらに当社保有のコア技術（粒子球状化、異種元素固溶、粉体制御、結晶制御、表面修

飾、分離精製技術等）を用いた新規分野（非電池関連）テーマについても継続的に取組んでおります。電池用正極材料の研究開

発は技術開発部、新規分野の研究開発は研究開発部がその業務を担当しており、各人員は平成18年９月末現在管理職を含めて技

術開発部18名、研究開発部6名であります。当中間会計期間の研究開発費の総額は197百万円（売上高比2.3％）となっておりま

す。（中間損益計算書上は試作品売却収入30百万円を控除した167百万円を計上しております。） 

  

Ａ．ニッケル水素電池用正極材料の研究開発 

高性能小型ニッケル水素電池はさらに高容量特性を改良した正極材料が求められております。当社は現在の主力製品でありま

す水酸化ニッケルコバルトコート表面酸化品について、ベース水酸化ニッケルの組成制御及び結晶性等の粉体特性改良を組み合

わせた正極材料について、継続的に研究開発を行っております。中大型電池材料は高出力特性を向上させた正極材料が求められ

ております。当社は水酸化ニッケルの結晶性及び異種元素固溶等のコア技術を組み合わせることにより高出力特性向上に適した

正極材料について研究開発を実施しております。前期に開発した正極材料については本格量産化へ移行し、さらなる改良を継続

しております。 

  

Ｂ．リチウムイオン電池用正極材料の研究開発 

リチウムイオン電池は高容量かつ高安全性が要望されており、求められる正極材料はより高性能になっております。次世代の

正極活物質として本格量産化した三元系（ニッケル・コバルト・マンガン系）正極材料について継続的に研究開発を行っており

ます。特に組成、物性面でさらなる改良を継続的に実施しており、その一部は本格量産化へ移行しております。 

  

Ｃ．一次電池用正極材料の研究開発 

ニッケル系一次電池用正極材料でありますオキシ水酸化ニッケルについては、さらなる特性改良を達成するため、ベース水酸

化ニッケル組成、結晶性、添加元素、加工処理条件について継続的に検討し改良を行っております。 

  

Ｄ．新規分野の研究開発 

当社コア技術である分離精製を用いて開発した高純度鉄については継続的に量産化に向けて取り組み中です。また、他の金属

系についても継続的に研究開発を継続しております。また、当社コア技術を活用して燃料電池材料及びセラミック材料等につい

ても継続的に研究開発を行っております。 
  

  相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  松下電池工業㈱ 3,767,384 40.0 2,527,136 29.1 

  住商メタレックス㈱ 2,364,862 25.1 2,507,688 28.9 

  三洋エナジートワイセル㈱ 1,283,540 13.6 1,680,961 19.4 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了等 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備計画について完了したものは、次のとおりでありま

す。また、前事業年度末に計画した重要な設備計画について、重要な変更はありません。 

    研究開発設備（投資予定金額120,000千円）の新設については、平成18年７月に完了し、７月から操業を開始しております。

  

(2）重要な設備の新設等 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

  

(3）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方  法 

着手及び完了予定年月 
完了後の 
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

福井工場 福井県福井市 Ｎｉ系製品増産設備 50,000 － 自己資金 平成18年12月 平成19年３月 12t/月



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成18年12月１日以降半期報告書提出日までの新株予約権及び新株予約権付社債の権利行使

により発行されたものは含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

(イ)旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

①平成16年６月25日定時株主総会決議 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 47,000,000 

計 47,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,384,800 12,384,800 ジャスダック証券取引所 － 

計 12,384,800 12,384,800 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 594 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 594,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 1,320 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月 1日
至 平成26年５月31日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,320
資本組入額   660 

同左

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受
けた者（以下「新株予
約権者」という。）は
権利行使時において当
社の取締役、監査役ま
たは従業員の地位を保
有している場合に限
る。ただし、任期満了
による取締役、監査役
の退任、定年退職、そ
の他取締役会が正当な
理由があると認めた場
合は、この限りではな
い。 
②新株予約権者が当社を
懲戒解雇された場合
は、新株予約権を行使
できないものとする。 
③新株予約権者が禁固以
上の刑に処せられた 
場合は、新株予約権を
行使できないものとす
る。 

同左



（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率 

     また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ならびに当社が完全子会社とな

る株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、当社は必要と認める株式数を調整することができるものとします。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げることとします。 

時価を下回る金額で、新株を発行する場合にまたは自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新株を発行する場

合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げることとしま

す。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除した数とし、自己株

式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たりの払込金額」を「１株当たり処分金額」と読

み替えるものとします。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ならびに当社が完全子会社と

なる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、当社は必要と求める払込金額の調整を行うものとします。 

  

(ロ)旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

①平成16年11月25日取締役会決議 

2008年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成16年12月13日発行） 

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の行使の条件 

④新株予約権者が死亡し
た場合には、相続人が
新株予約権を行使する
ことができる。 
⑤その他の条件は、本定
時株主総会決議および
取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権
者との間で締結する新
株予約権割当契約書に
定めるところによる。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場
合には、取締役会の承認
を要する。 

同左

代用払込みに関する事項 － － 

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１ 

  株式分割・株式併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額   

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

新規発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 2,000,000 同左

新株予約権の数（個） 2,000 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,351,351 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注） 1,480 同左



（注）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社普通株式を発行

又は処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において「既発行株式数」は当社の発行済普通株式総数

（但し、当社の保有する自己株式数を除く。）をいう。 

  

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場合、その他一定の事由が生じた場合にも、適

宜調整される。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）上記は新株予約権（旧商法の新株引受権を含む）の行使による増加であります。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年12月20日
至 平成20年11月28日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,480
資本組入額    740 

同左

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行
使はできないものとす
る。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 該当無し 同左

代用払込みに関する事項 

旧商法第341条ノ３第１
項第７号及び第８号によ
り、本新株予約権を行使
したときは、当該本新株
予約権に係る本社債の全
額の償還に代えて当該本
新株予約権の行使に際し
て払込をなすべき額の全
額の払込とする請求があ
ったものとみなす。 

同左

          
既発行株式数 ＋ 

新発行・処分株式数 × 
１株当たりの 

発行・処分価額 

  
調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 

時 価  

  既発行株式数＋新発行・処分株式数  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

8,000 12,384,800 2,320 1,910,686 2,320 2,528,329



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は信託業務に係るものであります。 

２．モルガン・スタンレー証券株式会社から、平成18年10月11日付（報告義務発生日平成18年９月30日）で提出された大量

保有報告書により以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として中間期末時点における実

質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

田中 保 福井県福井市 1,264 10.21 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 460 3.71 

是川 通敬 兵庫県神戸市 361 2.92 

田中 浩 東京都練馬区 320 2.58 

朝香 康郎 福井県福井市 259 2.09 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 250 2.02 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 240 1.94 

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海１－８－11 210 1.70 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 205 1.66 

田中 喜久子 東京都練馬区 200 1.61 

計 － 3,770 30.44 

  氏名又は名称 住所
保有株券等の数 
（株） 

株券保有割合
（％） 

  モルガン・スタンレー証券株式会社 
東京都渋谷区恵比寿4-20-3
恵比寿ガーデンプレイスタワー 

株式  2,200 0.02

  
モルガン・スタンレー・インベスト
メント・マネジメント・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf 
London E14 4QA U.K. 

株式 168,300 1.36

  
モルガン・スタンレー・アセット・
マネジメント投信株式会社 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3
恵比寿ガーデンプレイスタワー 

株式 238,500 1.93



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,100株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数31個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,383,800 123,838 － 

単元未満株式 普通株式    200 －
１単元（100株） 
未満の株式 

発行済株式総数 12,384,800 － － 

総株主の議決権 － 123,838 － 

        平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社田中化学研究所 
福井県福井市白方町
45字砂浜割5番10 

800 － 800 0.01

計 － 800 － 800 0.01



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  

 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,368 1,190 1,131 1,080 960 959 

最低（円） 1,200 1,010 950 892 857 756 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
経営企画・ＩＲ・法務・情

報開示担当兼経営企画室長 
常務取締役

経営企画・ＩＲ・情報開示

担当兼経営企画室長 
田辺 英達 平成18年７月１日

常務取締役 
営業・原料購買担当兼営業

部長兼メタルリスク管理室

長 
常務取締役

営業担当兼営業部長兼メタ

ルリスク管理室長 
田中 与長 平成18年７月１日



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計

期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び当中間会

計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けており

ます。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では、子会

社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  

  

  

  資産基準 3.2％

  売上高基準 0.3％

  利益基準 3.8％

  利益剰余金基準 △0.3％



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 

  
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   3,695,309  1,960,028 3,444,715  

２．受取手形   19,957  6,096 23,259  

３．売掛金   3,038,041  2,793,868 2,536,996  

４．棚卸資産   2,484,337  3,294,678 2,576,222  

５．繰延税金資産   36,933  48,269 38,813  

６．その他   27,304  21,408 27,161  

流動資産合計    9,301,884 63.4 8,124,349 56.6  8,647,169 58.5

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１     

１．建物   859,033  890,387 860,331  

２．機械装置   2,632,712  3,712,692 3,805,626  

３．土地   958,204  958,204 958,204  

４．建設仮勘定   407,587  153,186 4,812  

５．その他   141,108  162,510 166,668  

有形固定資産合計   4,998,646  34.1 5,876,981 40.9 5,795,643  39.2

(2）無形固定資産   19,193  0.1 14,380 0.1 16,224  0.1

(3）投資その他の資産       

１．繰延税金資産   114,867  121,432 106,587  

２．その他   219,619  227,823 215,099  

貸倒引当金   △ 451  △ 451 △ 451  

投資その他の資産
合計 

  334,035  2.3 348,805 2.4 321,235  2.2

固定資産合計    5,351,875 36.5 6,240,167 43.4  6,133,103 41.5

Ⅲ 繰延資産    10,851 0.1 3,617 0.0  7,234 0.0

資産合計    14,664,611 100.0 14,368,134 100.0  14,787,507 100.0

        



  
 

    
前中間会計期間末 

  
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   1,109,300  89,391 89,650  

２．買掛金   2,210,610  3,669,043 2,646,369  

３．短期借入金   100,000  241,265 200,000  

４．一年内返済予定長
期借入金 

  693,192  668,692 485,292  

５．一年内償還予定社
債 

  500,000  － 500,000  

６．未払法人税等   48,435  99,029 43,582  

７．賞与引当金   69,491  77,712 73,813  

８．設備関係支払手形   227,881  69,288 288,164  

９．その他 ※２ 674,033  677,277 1,418,546  

流動負債合計    5,632,944 38.4 5,591,700 38.9  5,745,418 38.8

Ⅱ 固定負債       

１．新株予約権付社債   2,000,000  2,000,000 2,000,000  

２．長期借入金   963,716  595,024 875,020  

３．退職給付引当金   81,482  102,433 90,435  

４．役員退職慰労引当
金 

  148,857  170,514 159,445  

５．債務保証損失引当
金 

  7,000  1,000 4,000  

固定負債合計    3,201,056 21.8 2,868,971 20.0  3,128,900 21.2

負債合計    8,834,000 60.2 8,460,671 58.9  8,874,318 60.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

  
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,907,786 13.0 － －  1,908,366 12.9

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   2,525,429  － 2,526,009  

資本剰余金合計    2,525,429 17.2 － －  2,526,009 17.1

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   130,000  － 130,000  

２．任意積立金   870,000  － 870,000  

３．中間（当期）未処
分利益 

  392,222  － 465,421  

利益剰余金合計    1,392,222 9.5 － －  1,465,421 9.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   6,953 0.1 － －  15,173 0.1

Ⅴ 自己株式    △1,780 △0.0 － －  △1,780 △0.0

資本合計    5,830,610 39.8 － －  5,913,188 40.0

負債資本合計    14,664,611 100.0 － －  14,787,507 100.0

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 1,910,686 13.3  － －

２．資本剰余金       

(1)資本準備金   －  2,528,329 －  

資本剰余金合計    － － 2,528,329 17.6  － －

３．利益剰余金       

(1)利益準備金   －  130,000 －  

(2)その他利益剰余金       

別途積立金   －  870,000 －  

繰越利益剰余金   －  457,153 －  

利益剰余金合計    － － 1,457,153 10.1  － －

４．自己株式    － － △ 1,780 △0.0  － －

株主資本合計    － － 5,894,387 41.0  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１．その他有価証券評
価差額金 

   － － 13,074 0.1  － －

評価・換算差額等合計    － － 13,074 0.1  － －

純資産合計    － － 5,907,462 41.1  － －

負債純資産合計    － － 14,368,134 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    

前中間会計期間 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    9,411,515 100.0 8,681,498 100.0  17,462,174 100.0

Ⅱ 売上原価    8,898,469 94.5 7,907,254 91.1  16,317,007 93.4

売上総利益    513,046 5.5 774,244 8.9  1,145,166 6.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   410,510 4.4 556,791 6.4  881,900 5.1

営業利益    102,536 1.1 217,452 2.5  263,265 1.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  27,324 0.3 14,065 0.2  44,862 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  22,528 0.3 24,396 0.3  44,946 0.3

経常利益    107,332 1.1 207,122 2.4  263,182 1.5

Ⅵ 特別利益    4,263 0.1 3,031 0.1  7,263 0.0

Ⅶ 特別損失    17,299 0.2 22,484 0.3  44,248 0.2

税引前中間（当
期）純利益 

   94,295 1.0 187,669 2.2  226,196 1.3

法人税、住民税及
び事業税 

  41,799  104,107 99,680  

法人税等調整額   1,578 43,378 0.5 △ 22,877 81,229 1.0 2,399 102,080 0.6

中間（当期）純利
益 

   50,917 0.5 106,439 1.2  124,116 0.7

前期繰越利益    341,304 －  341,304 

中間（当期）未処
分利益 

   392,222 －  465,421 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

（注）平成18年６月23日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

資本
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計 

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日 残高(千円) 1,908,366 2,526,009 2,526,009 130,000 870,000 465,421 1,465,421 △1,780 5,898,015

中間会計期間中の変動額    

 新株の発行 2,320 2,320 2,320   4,640

剰余金の配当（注）  △99,008 △99,008  △99,008

役員賞与（注）  △15,700 △15,700  △15,700

中間純利益  106,439 106,439  106,439

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

2,320 2,320 2,320 － － △ 8,268 △ 8,268 － △ 3,628

平成18年9月30日 残高(千円) 1,910,686 2,528,329 2,528,329 130,000 870,000 457,153 1,457,153 △1,780 5,894,387

  

評価・換算差額等 
純資産
合計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年3月31日 残高(千円) 15,173 15,173 5,913,188

中間会計期間中の変動額  

 新株の発行  4,640

剰余金の配当（注）  △99,008

役員賞与（注）  △15,700

中間純利益  106,439

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

△2,098 △2,098 △2,098

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△2,098 △2,098 △5,726

平成18年9月30日 残高(千円) 13,074 13,074 5,907,462



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    

前中間会計期間
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前中間（当期）純利
益 

 94,295 187,669 226,196 

減価償却費  303,145 407,825 676,160 

賞与引当金の増加額  7,310 3,899 11,632 

退職給付引当金の増加額  5,748 11,997 14,701 

役員退職慰労引当金の増
加額 

 8,500 11,069 19,088 

債務保証損失引当金の減
少額 

 △  3,000 △  3,000 △  6,000 

受取利息及び受取配当金  △   998 △   662 △  2,117 

支払利息  10,290 8,664 19,556 

社債発行費償却  3,617 3,617 7,234 

固定資産除却損  5,378 21,047 23,962 

売上債権の減少額（△は
増加額） 

 △ 293,765 △ 239,709 203,976 

棚卸資産の減少額（△は
増加額） 

 169,099 △ 718,455 77,214 

仕入債務の増加額  946,293 1,022,415 362,402 

役員賞与の支払額  △ 16,300 △ 15,700 △ 16,300 

その他  △ 109,853 △ 306,995 217,246 

小計  1,129,762 393,684 1,834,953 

利息及び配当金の受取額  998 662 2,117 

利息の支払額  △ 11,246 △ 11,103 △ 22,820 

法人税等の支払額  △ 123,726 △ 42,946 △ 192,382 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 995,788 340,296 1,621,868 



  

  

  次へ 

    

前中間会計期間
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △ 369,590 △1,152,622 △1,074,536 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △   899 △   901 △  1,829 

その他  10,791 △ 17,787   29,643 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △ 359,699 △1,171,311 △1,046,722 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増加額
（△は純減少額） 

 △ 490,000 41,265 △ 390,000 

長期借入れによる収入  － 300,000 － 

長期借入金の返済による
支出 

 △ 96,596 △ 396,596 △ 393,192 

社債の償還による支出  － △ 500,000 － 

株式の発行による収入  5,220 4,640 6,380 

配当金の支払額  △ 98,436 △ 99,008 △  99,861 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △ 679,812 △ 649,699 △ 876,673 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 2,364 △  3,973 9,573 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少
額 

 △ 41,359 △1,484,687 △ 291,953 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 3,736,669 3,444,715 3,736,669 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

 3,695,309 1,960,028 3,444,715 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式 子会社株式 子会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）棚卸資産 (2）棚卸資産 (2）棚卸資産 

  製品・仕掛品・原材料 製品・仕掛品・原材料 製品・仕掛品・原材料 

  月次総平均法による低価法 同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法 

但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物   ７～50年 

機械装置 ４～17年 

同左 同左 

  (2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

  社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

同左 同左 

３．繰延資産の処理方法 社債発行費 社債発行費 社債発行費 

  商法施行規則の規定に基づき３年

間で均等償却しております。 

３年間で均等償却しております。 商法施行規則の規定に基づき３年

間で均等償却しております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のう

ち当中間会計期間の負担額を

計上しております。 

同左 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上してお

ります。 



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務見込額から年

金資産額を控除した金額を計

上しております。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務見込額から年金資産額を

控除した金額を計上しており

ます。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

同左 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

  (5) 債務保証損失引当金 (5) 債務保証損失引当金 (5) 債務保証損失引当金 

    債務保証による損失に備える

ため、被保証先の財務内容等

を勘案して、所要額を見積り

計上しております。 

同左 同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用し

ております。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (イ)ヘッジ手段 (イ)ヘッジ手段 (イ)ヘッジ手段 

  金利スワップ 同左 同左 

  (ロ)ヘッジ対象 (ロ)ヘッジ対象 (ロ)ヘッジ対象 

  借入金の利息 同左 同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  当社は、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利ス

ワップを行っております。 

同左 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要

件を満たしており、有効性の

評価は省略しております。 

同左 同左 

７．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 同左 同左 

      



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は5,907,462千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （仕入債務等の支払方法の変更） 

従来、支払手形決済としていた主な取引

先について、前事業年度から一括ファクタ

リングシステムによる支払いに変更いたし

ました。 

この結果、従来の方法と比べ支払手形が

888,228千円、設備関係支払手形が206,242

千円減少し、買掛金が840,292千円、流動

負債のその他が254,178千円増加しており

ます。 

（仕入債務等の支払方法の変更） 

従来、支払手形決済としていた主な取引

先について、当事業年度から一括ファクタ

リングシステムによる支払いに変更いたし

ました。 

この結果、従来の方法と比べ支払手形が

1,028,089千円、設備関係支払手形が

703,740千円減少し、買掛金が965,683千

円、未払金が766,146千円増加しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累

計額 
6,655,876千円 7,201,048千円 6,936,285千円 

※２．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

同左 ――――― 

３．保証債務       

従業員の金融機関からの借

入金に対する保証 

      

  
従業員 

  
（6名）   6,394千円 （3名）  2,763 千円 （5名）   4,212千円 

４．コミットメントライン（融

資枠）契約 

 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引金融機関３

行とコミットメントライン契約

を締結しております。この契約

に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引金融機関３

行とコミットメントライン契約

を締結しております。この契約

に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引金融機関３

行とコミットメントライン契約

を締結しております。この契約

に基づく当期末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

  
  
コミットメントラ

インの総額 
2,000,000千円

借入実行残高 － 

差引額 2,000,000 

コミットメントラ

インの総額 
2,000,000千円

借入実行残高 －

差引額 2,000,000

コミットメントラ

インの総額 
2,000,000千円 

借入実行残高 － 

差引額 2,000,000 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの    

受取利息 392千円 203千円 530千円 

為替差益 18,054 7,129 27,244 

※２．営業外費用のうち主要なもの    

支払利息 10,290千円 8,664千円 19,556千円 

３．減価償却実施額    

有形固定資産 298,253千円 402,601千円 666,297千円 

無形固定資産 4,891 5,224 9,862 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加8,000株は、新株予約権（旧商法の新株引受権を含む）の権利行使による新株の発行による増加であります。 

  

２．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式数（株） 

当中間会計期間増加 

株式数（株） 

当中間会計期間減少 

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注） 12,376,800 8,000 － 12,384,800 

合計 12,376,800 8,000 － 12,384,800 

自己株式     

普通株式 800 － － 800 

合計 800 － － 800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

   （千円） 

1株当たり配当額 

     (円)  
基準日 効力発生日 

平成18年６月23日定時株主総会 普通株式 99,008 8.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間会計期間

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間会計期間

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 
    
現金及び預金勘定 3,695,309千円

現金及び現金同等
物 

3,695,309千円

    
現金及び預金勘定 1,960,028千円

現金及び現金同等
物 

1,960,028千円

現金及び預金勘定 3,444,715千円

現金及び現金同等
物 

3,444,715千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 

２．オペレーティング・リ

ース取引 

記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成18年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 78,278 89,954 11,675 

合計 78,278 89,954 11,675 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式 50,000 

(2)その他有価証券 

 非上場株式（気配等を有する株式を除く） 14,600 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 57,609 79,561 21,952 

合計 57,609 79,561 21,952 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式 50,000 

(2)その他有価証券 

 非上場株式（気配等を有する株式を除く） 14,600 



前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 56,708 82,183 25,475 

合計 56,708 82,183 25,475 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式 50,000 

(2)その他有価証券 

 非上場株式（気配等を有する株式を除く） 14,600 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引にはヘッ

ジ会計を適用しているので該当事項

はありません。 

 中間期末残高がないため該当事項

はありません。 

 当社はデリバティブ取引にはヘッ

ジ会計を適用しているので該当事項

はありません。 



（持分法損益等） 

  

（１株当たり情報） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 関連会社がないため該当事項はあ

りません。 

 関連会社がないため該当事項はあ

りません。 

 関連会社がないため該当事項はあ

りません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 471.20 477.02 476.53 

１株当たり中間（当期）純
利益（円） 

4.12 8.60 8.76 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益（円） 

3.78 7.75 7.90 



 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（千円） 50,917 106,439 124,116 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 15,700 

（うち利益処分による役員賞与金）
（千円） 

（－） （－） （15,700） 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

50,917 106,439 108,416 

期中平均株式数（千株） 12,369 12,379 12,372 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益 

   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 1,089 1,353 1,358 

（うち新株予約権）（千株） （1,089） （1,353） （1,358） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権１

種類。 

 平成16年6月25日定

時株主総会決議 目的

となる株式の数 

594,000株 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおり

であります。 

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権１

種類。 

 平成16年6月25日定

時株主総会決議 目的

となる株式の数 

594,000株 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおり

であります。 

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権１

種類。 

 平成16年6月25日定

時株主総会決議 目的

となる株式の数 

594,000株 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおり

であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。  該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第50期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月26日北陸財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成17年12月９日   

株式会社 田中化学研究所       

  取締役会 御中   

  監 査 法 人 ト ー マ ツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 昌治 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 由水 雅人 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社田中化学研究所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社田中化学研究所の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成18年12月８日   

株式会社 田中化学研究所       

  取締役会 御中   

  監 査 法 人 ト ー マ ツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 昌治  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚 智   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社田中化学研究所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社田中化学研究所の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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